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次世代半導体の研究開発・研究基盤・人材育成施策 94億円令和7年度要求・要望額
）（新規

概要

（担当:研究開発局環境エネルギー課、
研究振興局基礎・基盤研究課、
参事官(ナノテクノロジー・物質・材料担当)付、
高等教育局専門教育課、
初等中等教育局参事官(高等学校担当)付）

研究開発

人材育成

研究基盤

“オールジャパンによる
半導体研究開発・人材育成”

●次世代エッジAI半導体・フィジカルインテリジェンスの統合的研究開発 42億円
• 能動的に学習・進化する革新的なAIを搭載し、エッジの知能化によりエコで知能と身体機能の

リアルタイム性を有する革新的なAIロボット（フィジカル・インテリジェンス）の研究開発を推進

• 2030年代以降のコア技術として、次世代エッジAI半導体の統合的研究開発を推進
（研究開発課題例）半導体システムのAIによる高効率設計、次世代AI回路技術、

Beyond１ナノ世代デバイスと製造技術、製造技術のグリーン化

次世代半導体の研究開発

半導体研究基盤の整備

●半導体基盤プラットフォームの整備・強化 34億円
研究開発の裾野拡大のため、マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）も活用しつつ設備を整備する

など、分散・ネットワーク型拠点を整備・強化

●成⾧分野を支える半導体人材の育成拠点の形成 18億円
次世代の高度人材や基盤人材の持続的な育成に向け、各大学等の特色や地域性等を踏まえつつ、

ネットワークを生かした教育プログラムの展開など、産学協働の実践的な教育体制を構築

●半導体に関連するものづくり・基礎人材の育成 DXハイスクール事業の内数
即戦力として半導体産業を支える人材や、将来、高度人材等を目指す人材の育成に向け、

高等学校段階における産業界と連携する取組や、半導体に関する教科・科目を設置する取組を支援

全国/地域レベルでの次世代の人材育成

 経済安全保障（戦略的自律性・戦略的不可欠性）における重要性が増している半導体について、2030年代以降の社会
での適用（ユースケース）を見通して、アカデミアにおけるユースケース開拓と半導体開発の両面から研究開発を推進する。

 研究開発の推進に当たっては、国内外の優秀な人材を惹きつける魅力的な研究環境の構築が必要。人材育成の取組と
連携しつつ、共通的・基盤的な研究設備については拠点内外での共用が可能となる仕組みを構築。

 次世代の高度人材や基盤人材を育成するため、全国レベルでの産学協働の実践教育ネットワークを構築。

1



次世代エッジAI半導体・フィジカルインテリジェンスの
統合的研究開発

事業内容

42億円令和7年度要求・要望額
）（新規

背景・課題

 単に要素技術の研究に留まらず、革新的AIロボティクス用AI等のユースケース研究、半導体設計、デバイス、材料開発、評価解析技術・メカニズム解明等を
統合的に研究開発するチーム型研究を推進。

 文科省や経産省等の関係省庁／アカデミア／産業界が緊密に連携し、タイムリーに成果を受け渡し。経済安全保障上の重要性なども踏まえた戦略的な産学／
国際連携など、成果を最大化する仕組みを導入。

（事業規模等）
〇フィジカルインテリジェンス（革新的AIロボット）の研究開発
実施内容:
 革新的な知能コアシステム開発、知能と身体機能の融合技術、AIロボット開発等に関する共通基盤技術の

研究開発を実施
 自動運転技術をベースにしたAIロボット開発、産業用ロボットの知能化等の個別ユースケースに関する技術開発

を実施 等
 公募テーマ:共通基盤技術３テーマ程度、ユースケース3テーマ程度

〇次世代エッジAI半導体の研究開発
実施内容:
 高効率システム設計、超低消費電力なAI回路、Beyond１ナノ世代チップに向けた新材料・デバイス・

プロセス・集積化技術、環境負荷の少ない製造技術等の研究開発を統合的に推進。
 フィジカルインテリジェンスの研究開発と連携しつつ将来のユースケースを想定した研究開発を推進。
公募テーマ:６テーマ程度

AIの普及により世界のデータセンターにおける
消費電力が大きく増加する見込み

2030年代以降、AIを搭載したロボットなどのフィジカルインテリジェンス※が普及・拡大し、様々な社会・産業分野
の自動化・高度化が進展する一方で、AIの普及により全クラウドシステムの消費電力が全世界の発電エネル
ギーを超過する恐れ。

フィジカルインテリジェンスの加速により、エネルギー問題などの地球規模課題や日本が直面する労働力不足を解決
することに貢献するが、その実現にはエネルギー効率を抜本的に向上する次世代のエッジ用AI半導体やエコで
革新的なAIロボットが必要。

AIロボット等が普及する未来社会を見据え、次世代エッジAI半導体のユースケースを日本から生み出すことを目指し、
次世代エッジAI半導体開発とユースケース開発（革新的AIロボット研究）を一体的に実施。
※エッジ（末端機器）の知能化等により、AI（知能システム）と機械（ロボット、IoT等）が高度に融合することで実現する、AIが物理的動作を行う
ためのシステム。これにより、AIの利活用が現実世界（Real World）に拡がることで、リアルタイムに高付加価値を還元することを目指す。

（出典）五神理事⾧説明資料（次世代半導体のアカ
デミアにおける研究開発等に関する検討会２回資料）

知能と身体機能のリアルタイム性とマルチタスクを
兼ね備えたAIロボットの実現

• 半導体システムのAIによる高効率設計
• 次世代要素デバイスと製造技術
• 次世代AI回路技術 等

（担当:研究開発局環境エネルギー課、研究振興局基礎・基盤研究課）

出典:国立研究開発法人科学技術振興機構 低炭素社会戦略センター
LCS ２０２１より

【事業スキーム】
国 委託 大学・国立研究開発法人等大学・国立研究開発法人等

 支援対象機関:大学、国立研究開発法人等
 事 業 期 間:令和7～16年度（10年間）
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 全国の大学・研究機関が半導体分野における研究基盤を相互に補完・ネットワーク化し、広く外部に共用して研究・人材育成を行う半導体基盤プラット
フォームを構築。マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）でこれまで培ってきた知見と運営体制を最大限活用しつつ、連携して効率的に実施。

 従来のARIMが強みを有する材料・プロセス開発に加えて、半導体の複雑な工程を担う機器群の横断的なマネジメントや設計・試作・検証環境の充実
などにより、半導体分野の基礎・基盤研究や産学連携を支援。

（実施内容）
半導体研究の技術課題等を解決するプロセスの提案と共用設備（技術支援含）の提供
半導体の高度な設計・検証環境や、集積回路の試作環境の提供

（事業規模等）
参画機関数:20機関程度を想定
支援項目:

✓事業運営人材 ✓設備の改善・高度化
✓高度専門技術人材 ✓設計・検証ライセンス等の整備
✓設備維持運営費（消耗品費、水道光熱費、維持費等）

事業期間:６年（事業終了時に関連企業からの寄附や利用料収入等の
多様な財源の確保による運用を目指す）

半導体基盤プラットフォームの構築

半導体産業が抱える研究開発課題の解決や革新的なアイデア・シーズの持続的な創出、将来を
担う半導体人材の育成には、様々なアプローチからの基礎・基盤研究を可能とする研究環境の
構築が重要。

しかし、半導体の製造工程は非常に複雑化しており（数百～千程度）、様々な新材料・ 新
技術を試行しつつ最終的なデバイスとしての動作実証を行うまでには、多種多様な研究設備が
必要。これらを個別の研究室で所有するのは困難。

このため、全国の研究機関に点在する半導体研究基盤を連携・強化し、幅広いユーザーからの
アクセスを可能とするためのネットワーク（半導体基盤プラットフォーム）を構築することで、
我が国の半導体分野の研究開発・人材育成の底上げと裾野拡大を目指す。

34億円令和7年度要求・要望額
）（新規

材料・プロセス開発

半導体の研究開発・人材育成基盤を
ワンストップで提供

設計・検証、
集積回路試作

横断的なマネジメント

背景・課題

事業内容

（担当:研究開発局環境エネルギー課、 研究振興局参事官(ナノテクノロジー・物質・材料担当)付）
国 委託 大学等大学等

【事業スキーム】
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半導体人材育成拠点形成事業

現状・課題

事業内容

令和７年度～令和11年度（予定）事業実施期間 （担当:高等教育局専門教育課）

半導体は、GX・DXの進展の中で世界的に需要が拡大し、経済安全保障面でも戦略的に
重要となる一方、関連人材が各層で不足している。

大学等では、過去の半導体産業の停滞等に伴い、最先端の半導体技術や動向に通じ、
実践的な教育が出来る教員の不足や、体系的な半導体教育の実施が難しいなどの課題
がある。

また、設計・製造等に係る技術が高度化し、AIや自動運転など新たな利用が広がる中で、
各々の専門分野を持ちながら、半導体製造の一連のプロセスやユースケース等の俯瞰力を
備えた高度な人材の育成も重要となっている。

10拠点 × 約1.8億円件数・単価

次世代の高度人材や基盤人材の持続的な育成に向け、各大学等の特色や地域性等を踏まえつつ、
ネットワークを生かした教育プログラムの展開など、産学協働の実践的な教育体制を構築

令和７年度要求・要望額 18億円（新規）

半導体産業に係る地域性や大学等における半導体教育の強み・特色を踏まえ、全国に
半導体人材育成拠点を形成。

運営拠点校を中心に、標準で学ぶべき半導体コアコンピテンシーと地域共通の教育プログ
ラムのフレームワーク等を作成。

【主に経産省やLSTC等との連携】

地域の拠点校では、コアコンピテンシー等をもとに、地域の産業界等の人材ニーズを踏まえ
域内の複数大学等が参画する連携型教育プログラムを推進。

【主に地域の産業界や半導体人材育成コンソーシアム等との連携】

 また、全国に点在する集積回路の試作や設計環境等でオンリーワンの特色を持つ拠点
については、全国的な人材育成の拠点として活動を充実・展開。

【主に 「半導体基盤プラットフォーム」等との連携 】

● JEITAの示した今後10年間の半導体人材の必要数

● 九州における半導体人材の調査結果（２０２３年度）
• 九州地域における工業高校～大学院の新卒輩出数の

うち理工系人材は約２万７千人
• そのうち、九州域外を含め半導体企業に就職したのは
約２.４千人（理工系人材全体の約９％）

• 一方で、九州地域の半導体企業における人材需要は
約３.４千人

「九州半導体人材育成等コンソーシアム」資料より

企画

設計

材料

プロセス

実装

ファブレス

材料メーカー

ファウンドリ

アセンブリ

装置メーカー
計測器メーカー

デバイス･回路

IT企業

計
測
・
製
造
装
置

応用創出・
市場戦略

（情報・数学）

計算機科学
（情報・数学）

半導体技術
（電気電子・
物理・化学・
機械）

集積回路技術
（情報・電気電子・
物理・化学・
機械）

情報

電気電子

化学

材料

機械

・
・
・

物理

数学

大
学
教
育
と
産
業
界
を
繋
げ
る
実
践
力
と
俯
瞰
力
が
必
要

合計九州中国
・四国近畿中部関東北海道

・東北

43千人12千人３千人４千人６千人12千人６千人
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次世代半導体のアカデミアにおける研究開発等に関する検討会

背景 検討事項
• 令和5年6月に半導体・デジタル産業戦略が改定されたこ

とを受け、文部科学省が推進すべき研究開発や人材育成
について検討を行うもの。

• 地球規模課題の解決や未来社会の創造に資する半導体
技術の創出に向けて、産学官の現在の取組、課題、文部
科学省への要望事項等を確認し、技術的ボトルネックや
必要な人材像などについて議論。

委員一覧

• 国内外の施策動向、優先的に取り組むべき課題
• 未来社会での先端半導体の活用領域
• 産業界のニーズ
• アカデミアの強みを活かして、重点的に取り組むべき
技術課題

• 研究基盤、高度人材育成、産学連携施策 等

石内 秀美
元 先端ナノプロセス基盤開発センター 代表取締役社⾧

石丸 一成
Rapidus株式会社 専務執行役員

大森 達夫
三菱電機株式会社 開発本部主席技監

黒田 忠広
東京大学 教授

五神 真
理化学研究所 理事⾧

橋本 和仁
科学技術振興機構 理事⾧、内閣官房 科学技術顧問

林 喜宏
応用物理学会システムデバイスロードマップ産学連携委員
会（SDRJ） 委員⾧、慶應義塾大学 訪問教授、産業技
術総合研究所先端半導体研究センター 招聘研究員

東 哲郎
技術研究組合最先端半導体技術センター（LSTC） 理事⾧

日高 秀人
ルネサスエレクトロニクス株式会社 フェロー

平本 俊郎 ※主査
応用物理学会 前会⾧、東京大学 教授

宝野 和博
物質・材料研究機構 理事⾧

三井 豊興
一般社団法人電子情報技術産業協会半導体部会政策提言
TF主査

渡部 潔
一般社団法人日本半導体製造装置協会 専務理事
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アカデミアにおける半導体分野の取組強化の方向性

研究開発 人材育成

研究基盤

“オールジャパンによる半導体研究開発・人材育成” 半導体研究開発

• AI・ロボット等のユースケース（活用事例）開拓に関する研究開発を推進。
• 次世代のエッジ用AI半導体（フィジカルインテリジェンス半導体）の実現に向

けて取り組むべきコア技術（重点項目）を特定し、アカデミアの総力を結集し
た統合的な研究開発に重点投資。

• 半導体産業が抱える基礎・基盤的な技術課題や革新的な研究開発課題
（推進項目）に取り組むため、アカデミアでのシーズ創出・産学連携を支援。

半導体人材育成

• 半導体分野に研究者を集めるための積極投資、将来の道筋の提示
• 全国的なカリキュラム整備・連携や環境整備
• 高専・大学のシームレスな人材育成、海外や産業界との人材交流・招聘

半導体研究基盤

• アカデミアの研究開発を産業界につなぐための設計・試作・検証環境の整備
• 大型研究施設（放射光、計算機等）の整備・高度化や積極活用

 地球規模課題は知識集約型社会における成⾧機会創出の要諦であり、それを我が国が先導するには、先端科学・産業
の競争力の全般を支える次世代半導体の創出に向けて、産業界のみならずアカデミアの総力を結集することが不可欠。

 文科省・経産省・産業界・アカデミアが緊密な連携の下で、収穫期となる2030年代以降に備えて、研究開発、研究基盤
整備、人材育成に対し、アカデミアへの支援を抜本的に強化。

 我が国の強み・弱みを踏まえて“勝ち筋”となり得るコア技術を特定して、アカデミアの総力を結集した統合的な研究開発に
重点投資。その際、異分野・海外人材の引込や若手人材の育成、大型施設の活用を含めた設計・試作環境の整備など
を一体的に推進。
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次世代半導体のアカデミアにおける研究開発・研究基盤・人材育成施策の方向性

●次世代エッジAI半導体の統合的研究開発
2030年代以降のコア技術として、次世代エッジAI半導体の統合的研究開発とそれを通じた人材育成を推進

（研究開発課題例）
半導体システムのAIによる高効率設計、次世代AI回路技術、Beyond１ナノ世代デバイスと製造技術、
製造技術のグリーン化、新材料探索、設計・試作基盤の整備

（推進体制）
従来の拠点型の取組（X-nics）に加えて、オールジャパンのチームで統合的な研究開発を推進

●ユースケース開拓に関する研究開発
能動的に学習・進化する革新的なAIを搭載し、エッジの知能化によりエコで知能と身体機能のリアルタイム性
を有するAIロボット（フィジカル・インテリジェンス）の研究開発とそれを通じた人材育成を推進

 経済安全保障上の重要性（戦略的自立性・戦略的不可欠性）が増している半導体について、2030年代以降の社会で
の適用（ユースケース）を見通して、ユースケース開拓と半導体開発の両面から研究開発・人材育成を推進するとともに、
次世代の高度人材や基盤人材を育成するため、全国レベルでの産学協働の実践教育ネットワークの構築を図る。

 研究開発の推進に当たっては、国内外の優秀な人材を惹きつける魅力的な研究環境の構築が必要。また教育目的の設備
も含め、共通的・基盤的な研究設備については、拠点や機関の内外での共用が可能となる仕組みを構築。

次世代半導体の研究開発等

全国/地域レベルでの次世代の人材育成

連携

●半導体基盤プラットフォームの整備・強化
研究開発・人材育成の裾野拡大のため、既存の枠組みも活用しつつ、分散・ネットワーク型拠点を整備・強化

●成⾧分野を支える半導体人材の育成拠点の形成
将来を担う高度人材や基盤人材（ボリュームゾーン人材）の育成に向け、

各大学等の特色や地域性等を踏まえつつ、広域及び地域間で、産業界と連携
して教育を行う体制（学部・高専～修士を中心）を構築

【取組推進の際の留意点】

・海外研究機関との連携

・経済安全保障

・研究セキュリティ・インテグリティ
の確保

・民間企業への橋渡し
（ＬＳＴＣ・産総研等）

・研究設備の共用

各地方の人材育成
コンソーシアムの取組



大学・高専機能強化支援事業（成⾧分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金）

事業創設の背景
•デジタル化の加速度的な進展や脱炭素の世界的な潮流は、労働需要の在り方にも根源的な変化をもたらすと予想。
•デジタル・グリーン等の成⾧分野を担うのは理系人材であるが、日本は理系を専攻する学生割合が諸外国に比べて低い。

•デジタル・グリーン等の成⾧分野をけん引する高度専門人材の育成に向けて、意欲ある大学・高専が成⾧分野への学部転換等の改
革を行うためには、大学・高専が予見可能性をもって取り組めるよう、基金を創設し、安定的で機動的かつ継続的な支援を行う。

※ 理系学部の学位取得者割合
【国際比較】 日本 35%、仏 32％、米 39％、韓 43％、独 41％、英 44％（出典:文部科学省「諸外国の教育統計」令和５（2023）年版）
【国内比較】 国立大学 60%、公立大学 47%、 私立大学 29%（出典:文部科学省「令和５年度学校基本調査」）
（注）「理・工・農・医・歯・薬・保健」及びこれらの学際的なものについて「その他」区分のうち推計

① 学部再編等による特定成⾧分野（デジタル・グリーン等）への転換等（支援１）

文部科学省

(独)大学改革支援・学位授与機構
（NIAD-QE）

大学・高専

助成金交付

【事業スキーム】

基金造成

支援対象:私立・公立の大学の学部・学科（理工農の学位分野が対象）
支援内容:学部再編等に必要な経費（検討・準備段階から完成年度まで）

定率補助・20億円程度まで、原則８年以内（最⾧10年）支援
受付期間:令和14年度まで

② 高度情報専門人材の確保に向けた機能強化（支援２）

支援対象:国公私立の大学・高専（情報系分野が対象。大学院段階の取組を必須）
支援内容:大学の学部・研究科の定員増等に伴う体制強化、

高専の学科・コースの新設・拡充に必要な経費
定額補助・10億円程度まで、最⾧10年支援
※ハイレベル枠（規模や質の観点から極めて効果が見込まれる）は20億円程度まで支援

受付期間:原則令和7年度まで

支援の内容

3,002億円令和4年度第2次補正予算額
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【選定結果】
選定委員会（大学改革支援・学位授与機構に設置、委員⾧は安浦国立情報学研究所副所⾧）による審査を踏まえ、機構において選定

大学・高専機能強化支援事業 初回および第２回公募の選定結果

＜支援２ハイレベル枠＞ 初回:北海道大学、筑波大学、滋賀大学、神戸大学、広島大学、九州大学、熊本大学 ／ 第2回:京都大学

支援２（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）支援１（学部再編等による特定成⾧分野への
転換等に係る支援）

計高専私立公立国立計私立公立

5155437675413初回選定
（R5.7.21）

3811541859554第2回選定
（R6.6.26）

89161085512610917計

【支援１選定大学における学部再編等の状況】
健康分野

組織名に「健康」を含むもの
食・農分野

組織名に「食」「農」を含むもの
グリーン分野

組織名に「環境」「グリーン」を
含むもの

デジタル分野
組織名に「情報」「デジタル」

「データ」を含むもの
改組後の分野

約７％（５件）約13％（９件）約19％（13件）約64％（43件）初回選定

約８％（５件）約15％（９件）約25％（15件）約68％（40件）第2回選定

※このほか、「建築」「デザイン」「スポーツ」「医療」「ロボティクス」「エネルギー」「メディア」「地域創造」「芸術工学」「技能工芸」などが組織名に
含まれている改組もある。

※複数分野にまたがる改組を行う大学がある。

○理系学部を初めて設置する文系大学の割合
初回:67件中、約３割（21件）が該当 ／ 第2回:59件中、約５割(28件)が該当
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大学・高専機能強化支援事業 第２回公募の選定大学
支援１（学部再編等による特定成⾧分野への転換等に係る支援）

改組後の学部・学科名大学名
総合情報学部総合情報学科北星学園大学私立
農食環境学群食農環境情報学類／獣医学群獣医保健看護
学類（※）酪農学園大学私立

スポーツ健康科学部スポーツ健康科学科／デジタル創造学部デ
ジタル創造学科富士大学私立

未来探究学部未来探究学科東北学院大学私立
技能工芸学部デジタル・デザイン課程、情報メカトロニクス課程、
建築・都市基盤課程ものつくり大学私立

情報連携学部平成国際大学私立
バイオ応用科学部醸造化学学科、バイオ農芸学科和洋女子大学私立
情報芸術学部情報芸術学科跡見学園女子大学私立
ヒューマン・データサイエンス学部ヒューマン・データサイエンス学科文京学院大学私立
デジタル共創学部デジタル共創学科帝京平成大学私立
総合情報科学部データサイエンス学科、デジタルイノベーション学
科昭和女子大学私立

情報科学部グリーンデジタル情報学科、デジタル文化財情報学
科大正大学私立

音楽学部音楽社会工学科東京音楽大学私立
健康スポーツ科学部亜細亜大学私立
国際共創学部国際共創学科成蹊大学私立
国際数理データサイエンス学部国際数理データサイエンス学科津田塾大学私立
理工学部データサイエンス学科帝京大学★私立
理工学部グリーンテクノロジー学科創価大学私立
デジタルエンターテインメント学部デジタルエンジニアリング学科、デ
ジタルアート学科、デジタルプロダクト学科東京工科大学私立

子ども学部デジタル・グリーン子ども学科白梅学園大学私立
人間福祉学部デジタル地域社会学科田園調布学園大学私立
工学部グリーン・デジタル学科三条市立大学公立
医療情報経営学部健康データサイエンス学科新潟医療福祉大学私立
応用生命科学部グリーン・デジタル学科新潟薬科大学私立
情報デザイン学部情報デザイン学科事業創造大学院大学★私立
食料産業学部食のデザイン学科新潟食料農業大学私立
総合科学部総合科学科金沢星稜大学私立
情報デザイン学部経営情報学科、環境デザイン創成学科／メ
ディア情報学部メディア情報学科、心理情報デザイン学科／情
報理工学部情報工学科、知能情報システム学科、ロボティクス
学科

金沢工業大学私立

農学部アグリデザイン学科清泉女学院大学私立
グリーンライフ創造学部建築デザイン創造学科、食農デザイン学
科／文化創造学部デジタルフロンティア学科岐阜女子大学私立

改組後の学部・学科名大学名
社会情報国際マネジメント学群愛知県立大学公立
総合環境学部フィールド自然学科・環境情報学科人間環境大学★私立
デザイン工学部建築デザイン学科、情報デザイン学科金城学院大学私立
情報学部知能情報学科、社会情報学科、総合情報学科通信
教育課程愛知産業大学私立

建築学部建築学科愛知淑徳大学私立
国際地域学部モビリティ工学科鈴鹿大学私立
人間情報工学部人間情報工学科聖泉大学私立
生活環境科学部人間生活科学科、食環境科学科同志社女子大学私立
保健医療技術学部健康スポーツ科学科佛教大学私立
情報学部／環境サステナビリティ学部龍谷大学私立
情報学部／デザイン学部建築学科（※）京都精華大学私立
生態食農学部明治国際医療大学私立
生活工学部生活工学科京都文教大学私立
理工学部／情報学部（※）大和大学私立
社会情報科学部／環境人間学部グリーンサイエンス学科、建築
学科、食環境栄養学科（※）兵庫県立大学公立

現代ビジネス学部デジタルビジネス学科兵庫大学私立
情報学部情報学科大手前大学私立
健康工学部畿央大学私立
生物地球学部恐竜学科／通信教育部情報理工学部情報科
学科岡山理科大学★私立

デジタル創生学部デジタル創生学科四国大学私立
国際文理学部環境理学科、社会情報工学科福岡女子大学公立
フード・マネジメント学部中村学園大学私立
工学部情報マネジメント学科西日本工業大学私立
ソフトサイエンス学部情報デザイン学科筑紫女学園大学私立
食物栄養学部食環境データサイエンス学科九州栄養福祉大学★私立
先端グリーン・デジタル理工学部⾧崎総合科学大学私立
未来理工学部⾧崎国際大学私立
ビジネスアーキテクト学部鎮西学院大学私立
人間科学部デジタルソリューション学科鹿児島純心大学私立

※は、既存組織の定員増を含む取組（学部・学科名に変更無し）/★は先行審査に申請した大学

選定数支援１

4公立大学

55私立大学

59計
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大学・高専機能強化支援事業 第２回公募の選定大学・高専
支援２（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）

【大学】

選定区分大学名

一般枠北見工業大学国立

一般枠公立千歳科学技術大学公立

一般枠山形大学国立

一般枠東京都立産業技術大学院大学公立

一般枠東海大学私立

一般枠明治大学私立

一般枠新潟大学★国立

一般枠富山県立大学公立

一般枠北陸先端科学技術大学院大学国立

一般枠金沢工業大学私立

一般枠公立諏訪東京理科大学公立

一般枠岐阜大学国立

一般枠名古屋大学国立

一般枠名古屋工業大学国立

一般枠豊橋技術科学大学国立

一般枠名城大学私立

ハイレベル枠京都大学国立

一般枠京都産業大学私立

一般枠和歌山大学国立

一般枠島根大学国立

一般枠山口大学国立

一般枠徳島大学国立

一般枠香川大学国立

一般枠高知大学国立

一般枠九州工業大学国立

一般枠鹿児島大学国立

一般枠琉球大学国立

【高専】

高専名

苫小牧工業高等専門学校国立

旭川工業高等専門学校国立

鶴岡工業高等専門学校国立

木更津工業高等専門学校国立

神戸市立工業高等専門学校公立

津山工業高等専門学校国立

広島商船高等専門学校★国立

宇部工業高等専門学校国立

高知工業高等専門学校国立

熊本高等専門学校国立

鹿児島工業高等専門学校国立

選定数支援２

18国立大学

4公立大学

5私立大学

10国立高専

１公立高専

38計

★は先行審査に申請した大学・高専
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大学・高専機能強化支援事業 初回公募の選定大学
支援１（学部再編等による特定成⾧分野への転換等に係る支援）

改組後の学部・学科名大学名
地域創造学部旭川市立大学公立
情報科学部情報科学科北海道科学大学私立
ソフトウェア情報学部（※）青森大学私立
グリーン科学技術学科、社会創造学科、情報デザイン学科八戸工業大学私立
デジタル創造学部デジタル創造学科東日本国際大学私立
デジタル・グリーン学部デジタル・グリーン学科共愛学園前橋国際大学私立
理学部情報数理学科城西大学私立
農学部農業生産学科東都大学私立
国際学部情報・データサイエンス学科敬愛大学私立
情報変革科学部千葉工業大学私立
工学部工学科麗澤大学私立
国際経営データサイエンス学部神田外語大学私立
統計・データサイエンス学部統計・データサイエンス学科青山学院大学私立
データサイエンス学部データサイエンス学科大妻女子大学私立
グリーン環境創成学科北里大学私立
グローバル・メディア・スタディーズ学部メディア工学科駒澤大学私立
システム理工学部（※）芝浦工業大学私立
食農学部農業技術学科・食品科学科・食農マネジメント学科順天堂大学私立
健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科、
農業情報学部農業生産科学科、生産環境工学科、食料ビジ
ネス学科

中央大学私立

環境イノベーション学部環境イノベーション学科東洋大学私立
建築デザイン学部建築デザイン学科日本女子大学私立
デジタル理工学部デジタル理工学科東京都市大学私立
情報数理学部情報数理学科明治学院大学私立
環境学部立教大学私立
情報マネジメント学部情報マネジメント学科（※）東京通信大学私立
医療保健学部健康デジタル学科東京医療保健大学私立
新データサイエンス学部横浜市立大学公立
工学部応用化学生物学科神奈川工科大学私立
芸術工学部昭和音楽大学私立
情報工学部富山県立大学公立
情報工学部情報工学科金沢学院大学私立
恐竜学部恐竜・地質学科、
生物資源学部生物環境科学科、創造農学科福井県立大学公立

環境・情報科学部⾧野大学公立
理学部理学科（※）名古屋市立大学公立
情報社会学部情報デザイン学科椙山女学園大学私立
工学部日本福祉大学私立
情報科学部教育データサイエンス学科桜花学園大学私立
環境情報工学部四日市大学私立
食農科学部京都女子大学私立
食品生命科学科京都光華女子大学私立

改組後の学部・学科名大学名
工学部デジタルメディア学科、デジタルメディア学科通信教育課
程、ロボティクス学科京都橘大学私立

工学部地域連携DX学科桃山学院大学私立
建築・デザイン学部建築・デザイン学科大阪電気通信大学私立
理工学部理工学科追手門学院大学私立
ビジネスデータサイエンス学部ビジネスデータサイエンス学科、
システム理工学部グリーンエレクトロニクス工学科関西大学私立

情報学部情報学科大阪経済法科大学私立
環境・エネルギー工学科甲南大学私立
環境共生学部環境共生学科武庫川女子大学私立
情報学部情報学科関西国際大学私立
情報デザイン学部ノートルダム清心女子大学私立
情報工学部情報工学科福山市立大学公立
工学部電子情報システム工学科、電気エネルギーシステム工学
科、機械情報工学科、
情報学部情報システム学科、情報マネジメント学科、
環境学部地球環境システム学科、食健康科学科

広島工業大学私立

農学部広島修道大学私立
理工学部生物科学科、情報科学科、建築学科安田女子大学私立
データサイエンス学部データサイエンス学科下関市立大学公立
国際文化学部情報文化学科山口県立大学公立

工学部医薬工学科山陽小野田市立山口東京理
科大学公立

情報科学部情報科学科周南公立大学公立
情報学部情報学科松山大学私立
データ＆イノベーション学群高知工科大学公立
情報イノベーション学部情報エンジニアリング学科、共創社会シ
ステム学科北九州市立大学公立

情報工学部情報マネジメント学科福岡工業大学私立
情報ネットワーク工学科（※）久留米工業大学私立
健康データサイエンス学部西九州大学私立
健康栄養学部地域・医療・食品・健康・データサイエンス学科南九州大学私立
経営情報学科宮崎産業経営大学私立
データサイエンス学部博多大学（仮称）私立
※は、既存組織の定員増（学部・学科名に変更無し）。

注）改組後の学部・学科名は申請書ベースの記載であり、今後、名称の変更がありうる。
改組のためには、別途、設置認可等の手続が必要。
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大学・高専機能強化支援事業 初回公募の選定大学・高専
支援２（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）

【大学】
選定区分大学名

ハイレベル枠北海道大学国立
一般枠室蘭工業大学国立
一般枠東北大学国立
一般枠秋田大学国立
一般枠福島大学国立
一般枠茨城大学国立
ハイレベル枠筑波大学国立
一般枠宇都宮大学国立
一般枠群馬大学国立
一般枠千葉大学国立
一般枠東京大学国立
一般枠東京工業大学国立
一般枠東京農工大学国立
一般枠電気通信大学国立
一般枠一橋大学国立
特例枠北里大学私立
一般枠工学院大学私立
特例枠順天堂大学私立
一般枠東京都市大学私立
一般枠横浜国立大学国立
一般枠横浜市立大学公立
一般枠富山大学国立
一般枠金沢大学国立
一般枠福井大学国立
一般枠山梨大学国立
一般枠信州大学国立
一般枠静岡大学国立
特例枠名古屋市立大学公立
一般枠三重大学国立
ハイレベル枠滋賀大学国立
一般枠大阪大学国立
一般枠大阪公立大学公立
ハイレベル枠神戸大学国立
一般枠奈良女子大学国立
一般枠奈良先端科学技術大学院大学国立
一般枠岡山大学国立
ハイレベル枠広島大学国立
一般枠山陽小野田市立山口東京理科大学公立
一般枠愛媛大学国立

【高専】
高専名

仙台高等専門学校国立
石川工業高等専門学校国立
鳥羽商船高等専門学校国立
阿南工業高等専門学校国立
佐世保工業高等専門学校国立

【大学】
選定区分大学名

ハイレベル枠九州大学国立
一般枠久留米工業大学私立
一般枠佐賀大学国立
一般枠⾧崎大学国立
ハイレベル枠熊本大学国立
一般枠大分大学国立
一般枠宮崎大学国立
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